別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：国際化推進費

	事業名:国際交流センター事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　観光交流推進局　国際戦略推進課　地域国際化係　電話番号：058-272-1111（内2354）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11129@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：18,351千円（前年度予算額：18,355千円）

	要求内容


	１　要求の内容


（公財）岐阜県国際交流センターは、県内国際交流団体の支援や草の根レベルの国際交流・協力、多文化共生を推進する中核的組織であり、当センターが実施する下記事業に対して補助するものである。
（１）多文化共生の地域づくり
①在住外国人支援事業

・外国人コミュニティの自立支援のための支援事業（研修、コンサルティング等）

・外国籍児童生徒支援（就学前事前準備指導教室、進路ガイダンス等）・

②在住外国人支援相談員配置事業

・日本語及び外国語（ポルトガル語）が堪能な相談員を配置し、相談、助言の機会

を提供。また、県や市町村の行政窓口への派遣や行政情報の翻訳を実施
③日本語指導者育成支援事業
・日本語指導者の育成研修会等
（２）地域の国際化推進のための環境づくり

①交流サロン運営事業
・多言語での情報提供、文化サロン、語学講座、国際交流員の学校等への派遣
②情報提供事業
・国際交流団対等の活動情報や国際交流イベント情報などを掲載した多言語による情
報誌（世界はひとつ）の作成
・外国人向け生活ガイドブックや国際交流の窓（県内国際交流活動の概要）の作成
・ホームページの運営

③ハローギフ・ハローワールド開催事業

・県民の国際交流に対する関心を高めるため、県内国際交流団体の活動や世界各国の文化を紹介するイベント「ハローギフ・ハローワールド」を実施

（３）ボランティア団体・民間団体の活動促進

①ボランティア支援事業
・医療通訳ボランティア
・災害時語学ボランティアの育成研修会
・医療通訳ボランティア派遣システム実証実験の運営
②国際交流・多文化共生推進助成事業

· 県内で活動する個人、団体の草の根の国際交流・協力活動、多文化共生社会づくりの活動に対して助成する。
（参考）これまでの取組状況及び評価
同センターは、県民全体の国際交流活動を活性化させるため、地域の国際交流活動を支援する中核的組織として平成元年に設立された。以降、県内国際交流団体の活動支援や県民の参加する国際交流イベント等の実施により、県民が外国の文化に触れる機会を提供してきた。
近年の多文化共生に対する取り組みについては、高まる行政情報や日々の暮らしに関する情報の多言語化のニーズに対応しているほか、外国人集住市や関係団体、外国人コミュニティとの連携を深め、状況の変化に対応した事業を展開している。
	２　所要経費


（１）多文化共生の地域づくり　5,547千円
（２）地域の国際化推進のための環境づくり　3,433千円
（３）ボランティア団体・民間団体の活動促進　9,371千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	18,355
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18,355

	要求額
	18,351
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18,351

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	(公財)岐阜県国際交流センターが、市町村や民間団体など多様な担い手と連携しながら、広域的・先進的な各種事業を展開することにより、県民の国際交流活動や多文化共生活動を促進する。また、この過程で草の根のサポーターとしての「賛助会員」を増やしていく。

	


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	賛助会員数（個人）
１口　３，０００円
	42人

（42口）
（H21）
	
	34人

（34口）
（H22）
	27人

(27口)
（H23）
	80人
（80口）

（H25）
	％


	賛助会員数（法人）
１口　５，０００円
	60団体
(105口)
（H21）
	
	55団体(100口)
（H22）
	55団体
（94口）
（H23）
	58団体
(100口)

（H25）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）情報サービス事業（相談業務、外国語講座、文化サロン、ＨＰの運営など）
（２）国際交流・国際協力事業（9月9日（日）に世界各国の文化を紹介するイベント「ハローギフ・ハローワールド」を実施）
（３）多文化共生事業（在住外国人支援に係る各種研修、外国籍児童等への進学支援）
（４）国際交流・多文化共生推進助成事業（草の根の国際交流・協力及び多文化共生事業に対する助成）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　国際交流・多文化共生推進助成事業により、県内で活動する個人、団体からの寄せられた申請から計２７件の事業について交付決定し、地域の国際交流・多文化共生活動を促進した。
　また、その他の地道な取組みにより、「賛助会員」が、平成23年度末の個人27人(27口)・法人55団体(94口）から、個人77人(77口)・55団体（93口）に増加（10月現在）


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県が（公財）岐阜県国際交流センターを通じて国際交流・多文化共生活動の促進を図ることにより、市町村や民間団体など多様な担い手による草の根の活動の維持・促進に貢献しており、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	（公財）岐阜県国際交流センターを通じて、国際交流活動や多文化共生活動を展開した結果、賛助会員数は概ね横ばいから、増加に転じてきている。
（平成23年度末　個人27人(27口)　法人55団体(94口）→

平成24年10月末現在　個人77人(77口)　55団体（93口））

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	「ハローギフ・ハローワールド」を実施する際、地元の柳ヶ瀬商店街と連携することにより、会場の無償提供による経費の節減や、同時並行でイベントを実施することにより、集客の相乗効果を図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　在住ブラジル人が減少・横ばい傾向にある一方、新たにフィリピン人や中国人などが増加する傾向にあり、また市町村や民間団体、外国人コミュニティ等より、国際交流から多文化共生（教育・労働、生活、コミュニケーション（言語））までの幅広い分野に係るニーズに対応する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

岐阜県と緊密に連携し中国並びにブラジルとの周年事業を効率的、効果的に促進していく。

県内在住外国人の定住化に伴い、活動の重点を多文化共生事業へ移し、市町村や民間団体と連携しながら広域的、先進的な各種事業を展開していく。


